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研究成果の概要（和文）：本研究では、日本を含む世界の主要各国の国際比較の視点から、採用・人事評価・報酬・育
成の諸施策を含む企業の「人的資源管理」（HRM）システムと従業員行動との関係についてマクロ及びミクロ組織論の
視点を統合する形で研究を行った。複数年にわたる縦断的調査（主に一般従業員層と管理者層を対象）の分析結果から
、①高業績HRMシステムは企業の浮き沈みが激しい産業下で有効性である点、②高業績HRMシステムの実施が上司と部下
間の縦のコミュニケーションを通じて現場のパフォーマンスを高める点、③高業績HRMシステムが効果を発揮するため
には実施対象の組織メンバーに偏向なく一貫して認識される必要がある点等を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This research aimed to offer an integrative framework of the micro- and macro-theo
ries of human resource management (HRM) and organizational behavior by elucidating the casual relations be
tween HRM systems and employee behaviors from a comparative perspective. To achieve this objective, I adop
ted a longitudinal survey design to collect time-series data from a large number of employees and managers
 working in private firms. A multilevel analysis over the hierarchical data collected has yielded the foll
owing three major findings. First, the use of high-performance work systems (HPWS) by firms becomes more e
ffective when the firms operate under greater industry dynamisms. Second, the adoption of HPWS leads to an
 enhanced employee job performance via the establishment of a high-quality leader-member exchange (LMX) at
 the workplace. Third, the effectiveness of HPWS hinges on the degree to which employees in an organizatio
n "coherently" perceive the practices of HPWS used by the firm. 
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１．研究開始当初の背景 
本研究が依拠する研究分野は、90 年代以降

急速に進展している「戦略的人的資源管理
（Strategic Human Resource Management（以下、
ＳＨＲＭと表記）」といわれる分野である。
この領域は、企業の人材マネジメントと競争
戦略・競争優位との関係を解明することを志
向して誕生・発達している。既存のＳＨＲＭ
研究では、企業の人材マネジメントと競争優
位の関係を、（1）普遍的仮説（universalistic 
hypothesis）、（2）コンティンジェンシー適合
仮説（contingency fit hypothesis）、（3）コンフ
ィギュレーション適合仮説（configuration fit 
hypothesis）の 3 つの理論的仮説からの説明が
試みられ、これら理論仮説を検証すべく、内
外で数多くの実証研究が蓄積されてきてい
る。 
しかしながら、既存のＳＨＲＭの理論的研

究成果を踏まえると、上述の理論仮説の単な
る検証作業の枠を越え、新たな理論的・実務
的貢献を高める研究の実施と遂行が急務の
課題であると考えられた。 
具体的には、（1）ＨＲＭ施策・従業員の組

織行動と企業業績（さらには戦略）との「因
果関係の流れ」（causal flow）（Takeuchi et al., 
2009; Wright and Nishii, 2007）、（2）ＨＲＭ施
策と産業特性などの外部環境との整合性
（Datta, Guthrie, & Wright, 2005）、及び（3）
組織レベルのＨＲＭ施策と企業業績との関
係に介在するブラックボックス（特に個人レ
ベルの従業員の態度・行動）の解明（Bowen & 
Ostroff, 2004; Chang, 2005; Whitener, 2001）の
３つの視点を組み込む研究が本研究の開始
当初求められていた。 
  
２．研究の目的 
 上述の研究背景を踏まえ、本研究では主に
以下の２点の研究目的を設定した。 
（1）採用、人事評価・報酬・能力開発の

諸制度を含む企業の「人的資源管理」（以下、
ＨＲＭと表記）システムと個人の組織行動と
いうマクロ及びミクロ組織論の視点を統合
した実証研究を行う。 
（2）複数年にわたる時系列縦断的調査に

よる精緻な方法から調査・研究を実施し、世
界の主要各国の国際比較の視点から、企業の
「経営環境―経営戦略―ＨＲＭシステム―
従業員行動―経営成果」の相互依存関係を詳
細に検討する。 
 したがって、高業績を導くとする特定のＨ
ＲＭ施策が、（1）どのようなプロセスを経て
企業内で実施され、また実際に機能し、（2）
それが組織内（特に職場単位・従業員個人単
位の行動や成果）に影響を与え、かつ（3）
その結果、企業レベルの競争力向上に結びつ
いているかについてのＳＨＲＭのフローに
ついての解明を目指した。 
 
３．研究の方法 
 研究初年度は、ミクロ・マクロレベルでの

組織行動論及び人材マネジメント関連の文
献レビューを行い、本研究の分析枠組みを設
定した。同時に、日本及び海外の企業に対す
る定性的調査と暫定的な項目設定に基づく
質問紙を用いた予備的定性調査を行った。こ
れらの調査結果から得られた情報をもとに
分析枠組み並びに質問項目の修正・変更を行
い、２年目以降から継続的な縦断的調査（主
に一般従業員層と管理者層）を実施した。収
集された時系列データは階層構造を持つた
めマルチレベル理論を応用した統計技法を
用いデータ解析を行った。 
 
４．研究成果 
 これまでの分析で明らかとなった主な研
究成果は以下のとおりである。 
（1）企業を取り巻く産業特性が高業績

HRM システムと企業業績の効果を調整する
役割を果たす。具体的には、産業動態性
（Industry Dynamism）が高い状況下では、企
業が高業績 HRM システムを実施すると企業
の収益性（ROA）が上昇することが明らかと
なった（Figure 1）。すなわち、企業の浮き沈
みが激しい産業（業界）では、高業績 HRM
システムが有効性を発揮する可能性を本研
究は示唆している。 

（2）高業績 HRM システムが従業員の職務
関与や職務成果（パフォーマンス）に与える
正 の 影 響 は 、 上 司 ― 部 下 間 交 換 関 係
（Leader-Member Exchange: LMX）の質によっ
て媒介される。具体的には、企業における高
業績 HRM システムの実施は、中間管理職に
あたる直属上司（部・課長クラス）と部下（従
業員）との間の LMX の質を高める方向に作
用し、その結果として部下（従業員）の現場
での職務に対するパフォーマンスや関与の
度合いの向上につながることが明らかとな
った。このことは、高業績 HRM システムの
有効性が、上司と部下間の縦のコミュニケー
ションを通じて、現場の従業員のパフォーマ
ンスに結びつくメカニズムを明示した点で、
既存研究に新たな貢献をもたらしている。 
（3）組織内での高業績 HRM 施策に対する

従業員の「知覚一貫性」は、高業績 HRM 施
策の実施度と従業員態度・成果との関係を調
整している。具体的には、各事業所に所属す
るメンバー間で高業績 HRM 施策の実施に関



する知覚の一致度が高かった場合、高業績
HRM 施策の実施の程度と従業員の職務成果
及び組織コミットメントとの間の正の関係
が強まることが明らかとなった（Figures 2 and 
3）。このことは、高業績 HRM システムに含
まれる施策の内容（コンテント）に加え、そ
れらが実施対象の組織メンバーに偏向なく
一貫して認識されているかという集団知覚
過程（プロセス）の重要性を示すものとして
注目に値する。とりわけ、既存研究は、高業
績 HRM システムの実施の度合いと従業員並
びに組織の成果との関係に焦点を合わせる
ものがほとんどであるが、本研究成果は施策
が従業員にいかに知覚され組織内での知覚
一貫性が形成されるかが鍵を握っているこ
とを示唆するものである。その意味で、SHRM
理論の新たな発展に寄与する可能性を示す
研究成果であり、さらなる応用的な成果が発
信・蓄積されることが期待される。 
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